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１．研究開発プロジェクト名 

政策形成過程における科学的知見の活用最大化のための中間人材1の可能性について  
―成育医療・母子保健領域を事例とした分析と実証― 
 

 

２．研究開発実施の具体的内容 

２‐１．研究開発目標 

アウトプット 
 こども政策におけるEBPMサイクルの全体像と顕在化していない促進・阻害因子を同定

する。 
 各ステークホルダーの相互理解を深める研修資材「EBPM推進資材①」を開発する。 
 「EBPM推進資材①」を各ステークホルダーに活用してもらう。 
 政策担当者と研究者の間のギャップの認識と両者の連携・コミュニケーションを推進

するための介入策を検討する。 
 「研究者」「技官」向けの相互理解を深める研修資材「EBPM推進資材②」を開発する。 
 「EBPM推進資材②」を活用してもらう。 
 「EBPM推進資材①②」に対して多様な関与者からフィードバックを得て、妥当性など

を検討する。 
 中間人材の実態・ニーズを把握し、EBPM推進のための改善点を提言する。 
 中間人材の育成支援のための「中間人材支援パッケージ」を開発する。 
 「中間人材支援パッケージ」を、中間人材候補に活用してもらい、質問票調査によるパ

ッケージ使用前後の評価を行う。 
 中間人材の経験者や現職の政策立案者などのネットワークを構築する。 
 政策実装の好事例や促進因子について検討する。 
 
アウトカム 
 開発した「EBPM推進資材①②」「中間人材支援パッケージ」が活用され、EBPMサイ

クルの推進に貢献する。 
 中間人材の支援・活用に向けたポイントが明らかになり、より有効な支援・活用方法

が促進される。 
 
 
 
２‐２．実施内容・結果 

 

（１）スケジュール 

［当該年度の実施内容］ 

 
1 本研究では、中間人材を「人事交流などで一定期間技官を務めた研究者や医療者で、行

政官と研究者の双方の経験を有する者」と定義した。 
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研究開発の実施項目 2023年度 2024 年度 

 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 

研究課題① 

質的調査（結果確認、論文化）                

量的調査（対象者選定、調査実施、 

解析、論文化） 
    

           

研究課題③ 
アンケート調査質問票デザイン： 

文献検索とヒアリング 
    

           

アンケート調査：質問表決定                

対象者選定                

アンケート調査実施                

解析                

結果確認                

中間人材支援パッケージの開発                

［当初の予定からの変更点］ 
R6 年度の実施項目として、EBPM 推進に関する資材①②の開発を予定していたが、量的

調査の結果を踏まえ、開発することにしたため R7 年度に実施を予定している。 
 
（２）各実施内容 

当該年度の到達点① こども政策におけるEBPMサイクルに係る因子の優先度把握と

EBPM推進のための資材開発を行う（研究課題①）。 
実施項目①-1 前年度に実施した質的調査で抽出された因子や具体的な解決策の有用性

を同定するための量的調査を行う 
実施内容 

行政官、研究者、中間人材を対象に無記名自記式アンケート調査を実施した。前年度に実

施したインタビュー調査で明らかになったEBPM推進に資する因子とそれらに付随する介

入策の有用性を5段階リッカート尺度を用いて評価した。 
 
実施項目①-2（変更） EBPMサイクル全体像に関する「EBPM推進資材①」の開発 
変更理由 

量的調査の結果を踏まえ、優先度と実行可能性を考慮した上で資材開発するべきと判断し

たため、R7年に実施することとした。 
 
当該年度の到達点② 政策担当者と研究者の間のギャップの認識と両者の連携・コミュニ

ケーションを推進するための資材開発を行う（研究課題②）。 
実施項目②−１（変更） 研究者―技官協働のための「EBPM推進資材②」の開発 
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変更理由 

量的調査の結果を踏まえ優先度と実行可能性を考慮した上で資材開発するべきと判断し

たため、R7年に実施することとした 
 
当該年度の到達点③ 中間人材の詳細な実態・ニーズを把握し、必要な支援パッケージの

開発を行う（研究課題③）。 
実施項目③−１ 中間人材関係者へのヒアリングとアンケート調査 
実施内容 

中間人材の詳細な実態やニーズを把握するため、人事交流者に対してアンケート調査と、

厚生労働省人事担当課へのヒアリングを行った。アンケート調査は、実施項目①の量的調

査のアンケートに中間人材の実態把握に関する項目を追加し回答を頂いた。 
 
実施項目③−2 中間人材への支援パッケージの開発 

実施内容  

中間人材への支援パッケージを開発するにあたり、より具体的な支援策を検討するため、

アンケート調査で得られた結果をもとに、人事交流経験者と人事交流者を派遣する派遣元

組織へのヒアリングを実施した。 
 
実施項目①-1から③-2は令和6年4月1日～令和7年3月31日を通して、下記研究チームによっ

て行われた。 
実施者：千先園子（国立成育医療研究センター医員）、竹原健二（国立成育医療研究セン

ター部長）、友利久哉（国立成育医療研究センター次長）、有村悠子（国立成育医療研究

センター研究員）、須藤茉衣子（国立成育医療研究センター研究員）、柳川侑子・木内翔

太・松山春佳・若林雛子（国立成育医療研究センター共同研究員） 
 
（３）成果 

当該年度の到達点① こども政策におけるEBPMサイクルに係る因子の優先度把握と

EBPM推進のための資材開発を行う（研究課題①）。 
 
実施項目①-1 前年度に実施した質的調査で抽出された因子や具体的な解決策の優先度

や重要度を把握するための量的調査を行う 
成果 

【目的、背景】 

本研究班では、令和５年度に実施したインタビュー調査1で明らかになったEBPMの課題

に対する具体的な介入策の実装や提言を目指しており、研究班で介入策案の作成を行った。

それらを効果的に行うためには、各介入策の有用性を踏まえて実装を検討する必要がある

と考えている。そのため本研究は、EBPM推進に必要な因子（以下カテゴリ）と介入策がど

の程度有用と想定されるか（以下、有用性）を明らかにし、全体像をマッピングすること

を目的にアンケート調査を実施した。 
 
【方法】 

対象者 
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 行政官 
成育医療と関係する複数の省庁の部局に現在、もしくは過去5年間に在籍していたも

の（78名） 
 

 研究者 
厚労科研（委託事業を含めた）のデータベースで該当する過去5年間に成育医療・母子

保健領域の厚生労働科学研究班代表を務めた研究者（49名） 
 

 中間人材 
日本の成育医療・母子保健領域で過去に関係省庁において人事交流で一定期間技官を

務めた医療従事者（27名） 
 
対象者のリクルート方法と登録方法 

 行政官 
研究班から、複数の省庁の成育医療と関係する部局に研究の趣旨を説明し、協力を依

頼する。対象者には、該当部署から研究参加依頼文をメールにて共有し、アンケート

への回答を依頼した。 
 

 研究者 
厚労科研（委託事業を含めた）のデータベースで該当する過去に成育医療・母子保健

領域の厚生科学研究班代表を務めた研究者について、公開されている情報をもとにリ

ストを作成する。情報が公開されていない研究者については、当人の個人情報提供の

許可を得た上で、研究班にて取得した連絡先にメールもしくは郵送にて研究の趣旨を

説明し、アンケート調査への協力を依頼した。 
 

 中間人材 
研究班から、複数の省庁の成育医療と関係する部局に研究の趣旨を説明し、協力を依

頼する。過去に関係省庁で人事交流を行い、現在は他機関に所属している対象者につ

いては、当人の個人情報提供の許可を得た上で、フォームスにて研究班で入手した連

絡先に研究参加依頼文をメールにて共有し、アンケートへの回答を依頼した。 
 
調査項目 

先に実施したインタビュー調査から明らかになったEBPMを実施する上で必要な25個の

カテゴリと72個の介入策の有用性を無記名自記式アンケート調査によって評価した。なお

介入策は、文献調査やインタビュー調査、チーム内外での議論を通して作成された。 
 

① カテゴリの有用性（5段階リッカートスケール：非常に有用、有用、どちらとも言えな

い、有用でない、全く有用でない） 
② 介入策の有用性（インタビュー調査から抽出された各カテゴリの中で有用だと思う介

入策を全て選択） 
データ収集方法 

Web 調査システム（Microsoft Forms：国立成育医療研究センターのアカウントで使用）
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を用いて調査対象者に質問票を配布した。郵送にてリクルートを行った対象者は、説明文

書に記載してある質問票のQRコードを読み込み、Web調査システムから回答を行った。 
 
解析方法 

回答者の基本属性は単純集計を行った。各調査項目の解析方法は下記の通りである。 
 調査項目① 

カテゴリの有用性について平均値を算出した。 
 調査項目② 

カテゴリ内におけるそれぞれの介入策が有用だと回答した人の割合を算出した。 
 
【結果】 

表１：回答者属性 

 

 行政官 研究者 中間人材 
 人数, 平均 (%, SD) 人数, 平均 (%, SD) 人数, 平均 (%, SD) 

回答者数/対象者数 15/78 (19.2) 25/49 (51.0) 15/27 (55.6) 

平均勤務年数* 9.1 (4.71) 23.6 (11.5) 3.2 (2.08) 
*中間人材の平均勤務年数は、中央省庁での勤務年数を示している。 

 
回答率は、研究者と中間人材が約50％だった一方で、行政官は約20％だった。平均勤務年

数はステークホルダー毎に異なっており、行政官は約9年、研究者は約11年、中間人材は2年
だった。 
 

表２：大カテゴリの平均値 

 

大カテゴリ 小カテゴリ 大カテゴリ 
平均値 

小カテゴリ

平均値 
政策手法・ 仕組み【PMM】 4.28   

利活用しやすいエビデンスやデータの整備・公

開 （例：実装後のデータを公開し、外部組織も評価

できる体制） 

 4.52 

 
行政官や研究者の政策過程やEBPM、研究に関する知

識やスキル向上 （例：政策過程やEBPMに関するスキ

ル習得） 

 4.38 

 
量的と質的データを組み合わせた現場の実情把

握 （例：当事者やこどもの声も合わせた現状把握） 
 4.32 

 
自治体や政策受益者への適切な政策周知、情報発信

の徹底 （例：政策受益者のニーズに沿った政策周知） 
 4.18 

 
様々な立場を考慮した政策課題の設定 （例：社会全

体のリソースを鑑みた課題設定） 
 4.18 

 
政策受益者を見据えた政策立案 （例：課題が大きく  4.12 
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なる前に対策が講じられやすい体制） 

中間人材の育成体制【DKB】 4.24  
 

人事交流者への技術的・心理的サポート体制 （例：

人事交流者への組織的なサポート提供） 
 4.28 

 
人事交流経験を活用するための組織的支援 （例：派

遣元組織における交流後の適切な人事配置） 
 4.23 

 
座学と実践を通した人事交流者の育成体制 （例：医

学部教育や公衆衛生大学院での医療政策等のカリキ

ュラムの充実） 

 4.23 

 
人事交流後のキャリアパスの提示 （例：人事交流経

験者の明るいキャリアパスの提示） 
 4.21 

組織間連携【CE】 4.18   
専門的知識や現場の実情を踏まえた省庁外からの継

続的な政策関与 （例：アカデミアやシンクタンクか

らの長期的な知見の提供） 

 4.26 

 
EBPMの過程全体と各過程に対する各ステークホル

ダー間の認識共有の促進 （例：言葉の定義や認識の

すり合わせができる情報共有） 

 4.19 

 
科学的根拠に基づいた情報を提供するシンクタンク

の設置と活用 （例：アカデミアと行政の橋渡しがで

きる組織） 

 4.17 

 
政策ニーズを満たした研究者からのエビデンス創出

とそれを利活用する省庁の仕組み （例：研究者から

創出されたエビデンスを政策形成過程で考慮する仕

組み） 

 4.14 

 
組織の垣根を越えた意見交換や関係構築の場の創

出 （例：非公開な形でのコミュニケーションの場） 
 4.13 

行政内の環境・体制 【GSE】 4.16   
省庁内の予算、人材、時間のゆとりの確保 （例：一つ

一つの業務にかけられる時間や人員の確保） 
 4.39 

 
政策の見直しが可能な体制 （例：政策実装後に明ら

かになる課題の軌道修正） 
 4.31 

 
エビデンスや専門家の意見を参照できる体制 （例：

行政内からオンラインジャーナル等へのアクセス） 
 4.29 

 
自治体における政策の実装を促進するための仕組

み （例：モデル地区で実装から評価まで行う体制） 
 4.20 

 
省庁だけでなく自治体や外部組織の意見を反映した

政策評価とその結果を有効活用する仕組み （例：研

究機関や民間が実施した政策評価の活用） 

 4.15 

 
省庁内における政策を評価する意識・仕組みづくり 
（例：指標とアクションプランを紐づけた評価の実

 4.09 
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施）  
継続的に同じ政策に関わることのできる省庁の人事

制度 （例：人事異動後もそれまで関わっていた政策

への関与） 

 3.92 

 
行政官の政策実行過程とその政策への評価を考慮し

た人事評価制度 （例：政策実行実績等の多様な評価

軸を踏まえた人事評価） 

 3.91 

アカデミアの環境 【AE】 4.07   
政策に資する研究を活発化する研究環境の整備 （例：

医療政策関連の研究を行っている研究者に対する支

援） 

 4.20 

 
政策へのインパクトを考慮した研究者の人事評価制

度 （例：論文数だけでなく、複数の評価軸を用いた

人事評価） 

 3.94 

＊PMM (Policy Method and Mechanism)：政策手法・ 仕組み、DKB (Development of Knowledge 
Brokers)：中間人材の育成体制、CE (Cooperative Engagement between government and external 
organisations)：組織間連携、GSE (Government Structure and Environment)：行政内の環境・体

制、AE (Academic Environment)：アカデミアの環境 
 
平均有用性が最も高かった大カテゴリは「政策手法・仕組み」（4.28）や「中間人材の育

成体制」（4.24）だった。「組織間連携」と「行政内の環境・体制」の大カテゴリの平均有

用性は類似しており、それぞれ4.18、4.16だった。一方、「アカデミアの環境」に関するも

のは最も低く、4.07だった。 
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表3：小カテゴリの平均有用性とそれらの介入策の平均選択率 

 

小カテゴリ（順位、平均有用性） 介入策（順位） 平均選択率（％） 
全体 行政官 研究者 中間 

人材 
1  利活用しやすいエビデン

スやデータの整備・公開 
4.52  1 研究者が利活用しやすい個人情報に配慮したデータ基盤の整

備 
77.8 66.7 80.0 86.7 

2 研究者による政策ニーズを考慮したデータの創出および発信 67.1 60.0 68.0 73.3 
3 自治体間で共通した政策評価を可能とする指標の設定、およ

びデータ収集体制 
56.4 40.0 76.0 53.3 

4 外部組織が政策効果評価を可能とする省庁のデータ収集や公

開体制の整備 
48.0 46.7 64.0 33.3 

2 省庁内の予算、人材、時間

のゆとりの確保 
4.39  1 ITツールを使用した業務効率化の実施（例：TeamsやSlack等を

活用した業務オンライン化） 
71.1 60.0 80.0 73.3 

2 国会の質問通告の遅延議員の公表 63.6 80.0 24.0 86.7 
3 中途採用人材増員のための人事採用基準の緩和（例：年齢基

準・専門職免許基準の撤廃） 
41.3 40.0 44.0 40.0 

3 行政官や研究者の政策過

程やEBPM、研究に関する

知識やスキル向上  

4.38  1 行政官が配属先に左右されず、一定のスキルを習得できる省

庁内の人材育成体制の整備 
71.7 73.3 75.0 66.7 

2 専門組織（例：学会等）や行政官に対するEBPM関連の教育コ

ンテンツの開発及び提供 
69.2 60.0 87.5 60.0 

3 省庁の各委員会の新人委員に対する、行政制度や政策過程の

基礎の理解を促進する研修資材の提供（例：シンクタンクが

研修資材を開発し配布） 

55.0 40.0 58.3 66.7 

4  量的と質的データを組み

合わせた現場の実情把握 
4.32 1 政策研究の専門家と行政官が国内外の動向や現場の実情を定

期的に把握するための場の設置 
76.4 80.0 76.0 73.3 
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2 省庁による、質の高い調査を実施可能な体制の整備（例：妥当

性が検証された尺度を用いた調査の実施） 
67.1 60.0 68.0 73.3 

3 こどもや当事者、現場の声をタイムリーに集められる外部組

織の設置 
46.2 46.7 72.0 20.0 

5 政策の見直しが可能な体

制 
4.31 1 行政官と自治体担当者が各政策について議論できる場の設置

（例：実装上の課題や自治体の課題を行政官が把握できるよ

うな機会を設ける） 

84.9 86.7 88.0 80.0 

6 エビデンスや専門家の意

見を参照できる体制 
  

4.29 1 行政官が現状把握や課題設定を行う際に科学的知見や学術研

究を参照できる体制の整備（例：省庁内からのPubmedへのア

クセス、関連政策ごとにまとめられたエビデンスデータベー

ス構築） 

83.1 100.0 76.0 73.3 

2 行政官が必要時に専門家の意見を参照できる体制の構築（例：

EBPM推進室が専門家リストを作成集約する、研究者と行政官

が入ったメーリス作成） 

77.3 73.3 92.0 66.7 

7 人事交流者への技術的・心

理的サポート体制 
4.28 1 人事交流予定者や受け入れ組織が開始前に必要な知識を得る

ための手引きの作成 
86.9 86.7 87.5 86.7 

8 専門的知識や現場の実情

を踏まえた省庁外からの

継続的な政策関与 

4.26 1 人事交流者が交流期間中に関わっていた政策に、交流期間後

も継続して関与できる体制の構築 
64.4 66.7 60.0 66.7 

2 研究者が省庁に所属し、行政内の非公開データに関する研究

の実施 
47.1 26.7 68.0 46.7 

3 外部組織（例：シンクタンク）による、省庁から国民へ直接訴

求が難しいこと（例：行政の限界点など）に関する情報発信 
41.8 46.7 32.0 46.7 

9  人事交流経験を活用する

ための組織的支援 
4.23 1 人事交流後に行政経験を活かせる派遣元組織の人事体制の整

備 
77.8 86.7 66.7 80.0 

2 人事交流者が経験を活かせるポストの提供 75.0 86.7 58.3 80.0 
3 人事交流経験者が、学会と政策の繋ぎ役として活躍できる場 68.6 66.7 79.2 60.0 
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の整備（例：政策委員会の設置など） 
4 研究者が研究課題を設定する際に人事交流者が知見を提供で

きる体制の整備 
51.1 46.7 66.7 40.0 

10 座学と実践を通した人事

交流者の育成体制 
4.23  1 人事交流者が行政・アカデミア・臨床現場等と双方向で交流

し、それぞれの視点や役割を学べるような体制の整備 
79.2 78.6 79.2 80.0 

2 公衆衛生大学院や医学部教育における医療政策や公衆衛生学

のカリキュラムの充実による、公衆衛生の人材育成の強化 
71.0 71.4 75.0 66.7 

3 外部組織（例：コンサルティングファーム等の民間企業）によ

る人事交流者の実践的なサポート提供 
35.9 28.6 45.8 33.3 

11  人事交流後のキャリアパ

スの提示 
4.21  1 行政官が行政官以外でも活躍できる外部組織のポストの増設

及び斡旋 
60.0 53.3 66.7 60.0 

2 外部組織による、人事交流経験者の体験談やキャリアパスを

参照できるオンラインプラットフォームの整備 
45.6 46.7 50.0 40.0 

12  自治体における政策の実

装を促進するための仕組

み  

4.20  1 自治体同士が取り組みや好事例を共有・参照できる体制の強

化（例：自治体間での好事例発表会の実施、各自治体の好事例

やツールが参照できるオンラインプラットフォームの構築） 

66.2 73.3 72.0 53.3 

2 外部組織による保健師や助産師等の専門職のEBPM関連のス

キル向上のための資材開発（例：職能団体と連携し研修資材

をシンクタンクが作成し自治体へ周知及び配布） 

47.6 40.0 56.0 46.7 

3 外部組織による各自治体のニーズに沿った民間企業やアカデ

ミアの紹介 
45.8 40.0 64.0 33.3 

4 モデル事業の設計及び実装 46.2 46.7 52.0 40.0 
5 外部組織（例：コンサルティングファーム等の民間業者）によ

る効率的・効果的に政策を実施するためのサポート 
42.2 53.3 40.0 33.3 

6 産官学民連携の支援プログラムの実施（例：公的役割産官学

民連携の支援プログラムの実施（例：公的役割を担う社会起

31.6 33.3 48.0 13.3 
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業などのスタートアップを見出し、産官学民資金へと繋ぐイ

ンキュベーションプログラムなど) 
7 EBPM推進室（自治体職員のEBPMに関する研修の実施等）の

設置を促すための省庁からの支援 
30.2 26.7 44.0 20.0 

13  政策に資する研究を活発

化する研究環境の整備  

4.20  1 アカデミアが利活用しやすいような公的統計の情報基盤の整

備 
79.1 80.0 84.0 73.3 

2 研究資金の拡充 69.8 46.7 96.0 66.7 

3 研究者同士のネットワーク構築 54.2 40.0 76.0 46.7 
4 政策実装の効果評価に関する論文が評価される研究者の人事

評価制度の構築 
36.9 33.3 44.0 33.3 

14  EBPMの過程全体と各過

程に対する各ステークホ

ルダー間の認識共有の促

進 

4.19 1 外部組織による、行政官と研究者がEBPMや政策過程、研究の

基礎を学べる研修資材を配布（例：EBPMやエビデンスについ

て、ステークホルダー間で共通認識が持てるような研修資材

をシンクタンクが作成、各政策の周知方法についての研修資

材の配布） 

68.4 66.7 72.0 66.7 

15  自治体や政策受益者への

適切な政策周知、情報発

信の徹底  
  
  

4.18  1 省庁による、各政策受益者を考慮した情報発信体制の整備

（例：各世代に有効な媒体を考慮した行政情報の発信） 
71.6 53.3 88.0 73.3 

2 外部組織による、研究者が作成した資材や研究結果を政策に

つなげるサポート体制の構築（例：シンクタンクによる、資材

を政策受益者に届けることが可能となる伴走支援） 

70.2 73.3 64.0 73.3 

3 省庁による、報道機関への適切な情報提供体制の整備 43.6 40.0 64.0 26.7 
16  様々な立場を考慮した政

策課題の設定  

4.18  1 学会やアカデミアの代表者と行政官が現状課題について議論

できる場 
82.3 73.3 88.0 85.7 

2 学会やアカデミアの代表者と議論した結果を政策に反映でき

る体 
59.1 26.7 72.0 78.6 

3 外部組織による、行政官が様々な意見を加味しながら課題の 52.5 33.3 60.0 64.3 
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優先順位を決定できる場の設置（例：行政官、研究者や当事者

を交えたワークショップをシンクタンクが実施） 
4 各分野の専門組織（例：学会等）における、課題の優先順位を

決定する方法の確立 
13.8 13.3 28.0 0 

17  科学的根拠に基づいた情

報を提供するシンクタン

クの設置と活用  

4.17  1 集約したデータを分かりやすく外部へ公開（例：行政官、政策

受益者、研究者が理解しやすいようなデータベース、国内外

の情報のマッピング） 

76.5 78.6 70.8 80.0 

2 人事交流者をサポートする体制の整備（例：人事交流者（経験

者）同士の交流の場及びメーリングリストの開設） 
65.2 57.1 58.3 80.0 

3 タイムリーなデータ集約 61.1 50.0 66.7 66.67 

4 研究者と行政官を受け入れ、人事交流を実施できる体制の整

備 
52.3 64.3 45.8 46.6 

5 分野特化型のシンクタンクの設置と運用 46.9 35.7 58.3 46.7 
6 国際機関（例：WHO）等と連携し、国際比較を踏まえた課題

設定やエビデンス創出を実施 
41.5 28.6 62.5 33.3 

7 政策設計段階からの関与と伴走支援の実施 40.5 35.7 45.8 40.0 
8 政策意思決定の場（例：協議会）への継続的参画と提言の実施

（例：成育医療等協議会への参加） 
39.9 21.4 58.3 40.0 

18 省庁だけでなく自治体や

外部組織の意見を反映し

た政策評価とその結果を

有効活用する仕組み 

4.15 1 自治体、外部組織と個別の政策評価について定期的に議論で

きる場の設置 
65.7 57.1 80.0 60.0 

2 政策実装後に自治体や外部組織と連携し政策評価を実施 59.3 50.0 68.0 60.0 
3 行政官が外部組織の実施した政策評価の結果を参照しやすい

体制の構築 
51.0 35.7 64.0 53.3 

19 政策ニーズを満たした研

究者からのエビデンス創

出とそれを利活用する省

4.14 1 研究者と政策ニーズ、あるいは行政官と政策シーズがマッチ

ング可能な場の設置 
79.1 66.7 84.0 86.7 

2 政策に資する研究を主たる目的とする外部組織の設置と運用 47.6 40.0 56.0 46.7 
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庁の仕組み 3 政策毎に政策研究の専門家を配置し、政策設計の際に意見を

参照できる体制の構築 
43.1 33.3 56.0 40.0 

20 組織の垣根を越えた意見

交換や関係構築の場の創

出 

4.13 1 外部組織による、行政官や研究者が情報交換できる非公開の

場の設置（例：シンクタンクによる非公開の議論の場の設置）  

75.6 73.3 80.0 73.3 

21 政策受益者を見据えた政

策立案  

4.12 1 政策受益者や医療・保健現場の担当者が政策意思決定の場

（例：協議会等）に継続的に参画できる省庁内の体制整備 
69.8 53.3 76.0 80.0 

2 省庁における、政策受益者の視点を考慮した政策評価の実施

（例：省庁の政策評価の場に政策受益者が参画） 
54.2 46.7 76.0 40.0 

22 省庁内における政策を評

価する意識・仕組みづく

り  

4.09 1 行政官がEBPMや政策過程の知識を身に着け、実践能力を高め

られる体制強化 
78.2 86.7 68.0 80.0 

2 政策を機動的で柔軟に立案・修正できるサイクルを確立のた

めのWS・教材の配布（例：定期的にEBPMについて学習でき

るコンテンツの展開） 

47.1 33.3 68.0 40.0 

3 EBPM推進室による政策監督機能の強化（例：政策評価を行う

外部組織との連携推進） 
40.4 46.7 48.0 26.7 

23 政策へのインパクトを考

慮した研究者の人事評価

制度 
  

3.94 1 論文数のみならず社会的インパクトを加味した、研究者の人

事評価制度の構築（例：厚労科研の代表研究者の数、自治体で

の実装研究） 

58.2 53.3 68.0 53.3 

2 研究者の政策への関与経験を評価する項目の整理 50.2 40.0 64.0 46.7 
24 継続的に同じ政策に関わ

ることのできる省庁の人

事制度 
  

3.92 1 行政官が長期的に専門分野における政策に関与できる人事制

度の構築（例：行政官自身が各専門分野に合わせたキャリア

パスが描ける人事制度） 

74.2 60.0 76.0 86.7 

2 行政官の任期に関わらず、長期継続的に業務が推進される省

庁の体制（例：ITツールを活用し業務内容を随時更新し後任者

への引継ぎをスムーズに行う仕組み） 

60.9 33.3 76.0 73.3 

25 行政官の政策実行過程と 3.91 1 各政策に必要な行政官の能力の明確化 56.9 33.3 64.0 73.3 
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その政策への評価を考慮

した人事評価制度 
2 行政官の実行能力が評価される人事評価制度の構築 54.7 33.3 64.0 66.7 
3 外部組織と連携した行政官の人事評価の実施 33.8 20.0 48.0 33.3 
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表4：小カテゴリの上位10個のものに対する各ステークホルダーの違い 

 

順位 小カテゴリ 行政官 研究者 中間人材 
1 利活用しやすいエビデンスやデータの整

備・公開 【PMM】 
1 

【PMM】 
1 

【PMM】 
2 

【GSE】 
2 省庁内の予算、人材、時間のゆとりの確

保 【GSE】 
2 

【GSE】 
5 

【GSE】 
7 

【DKB】 
3 行政官や研究者の政策過程やEBPM、研究

に関する知識やスキル向上  【PMM】 
3 

【PMM】 
4 

【PMM】 
9 

【DKB】 
4 量的と質的データを組み合わせた現場の

実情把握  【PMM】 
6 

【GSE】 
8 

【CE】 
1 

【PMM】 
5 政策の見直しが可能な体制 【GSE】 4 

【PMM】 
18 

【GSE】 
3 

【PMM】 
6 エビデンスや専門家の意見を参照できる

体制  【GSE】 
12 

【GSE】 
20 

【CE】 
10 

【DKB】 
7 人事交流者への技術的・心理的サポート体

制 【DKB】 
13 

【AE】 
22 

【GSE】 
6 

【GSE】 
8 専門的知識や現場の実情を踏まえた省庁

外からの継続的な政策関与 【CE】 
5 

【GSE】 
14 

【CE】 
11 

 【DKB】 
9 人事交流経験を活用するための組織的支

援 【DKB】 
11 

【DKB】 
19 

【CE】 
15 

【PMM】 
10 座学と実践を通した人事交流者の育成体

制【DKB】 
7 

【DKB】 
3 

【PMM】 
17 

【CE】 
＊PMM：政策手法・ 仕組み、DKB：中間人材の育成体制、CE：組織間連携、GSE：行政内

の環境・体制、AE：アカデミアの環境 
 
小カテゴリの平均有用性について（表３） 

平均有用性が高かった小カテゴリは、主に「政策手法・仕組み」や「行政の環境・体制」

に関するものであった。具体的には、「政策手法」に関連する小カテゴリのうち、有用性

が高かったのは、「利活用しやすいエビデンスやデータの整備・公開」（4.52）、「政策過

程や研究に関する個人のスキル向上」(4.38)、「質的と量的の両方を組み合わせた現場の実

情把握」（4.32）であり、これらは全体順位でそれぞれ1位、3位、4位であった。 
また、「行政内の環境・体制」に関連する小カテゴリは、「省庁内の予算や人員、時間

の確保」（4.39）、「政策の見直しが可能な体制」（4.31）、「エビデンスや専門家の意見

を参照できる体制」（4.29）が全体の2位、5位、6位と高かった。一方で、人事評価制度に

関するものは有用性が低い傾向が見られた。例えば、「省庁内で政策評価を行う意識や仕

組みづくり」（4.09）、「継続的に同じ政策に関与できる省庁の人事制度」（3.92）、「政

策実行過程と政策への評価を考慮した人事評価制度」（3.91）は全体順位がそれぞれ23位、

24位、25位と下位に位置していた。 
「中間人材の育成体制」に関連する「人事交流者へのサポート体制」（4.28）、「人事交

流の経験活用のための組織的支援」（4.23）、「人事交流者の育成体制」（4.23）、「人事

交流後のキャリアパスの提示」（4.21）は、全体順位でそれぞれ7位、９位、10位、11位と
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中位に分類された。 
さらに「組織間連携」に関する小カテゴリである「ステークホルダー間におけるEBPM

の認識共有の促進」（4.19）や、「シンクタンク組織の設置と活用」（4.17）、「政策ニー

ズを満たした研究者からのエビデンス創出とそれを活用する行政の仕組み」（4.14）、「組

織の垣根を超えた意見交換の場の創出」（4.13）は全体の中で平均有用性が低く、順位はそ

れぞれ14位、17位、19位、20位だった。 
 
小カテゴリの上位10個のものに対する各ステークホルダーの違いについて（表４） 
 行政官における平均選択率は、全体の傾向と概ね一致しており、特に「政策手法・仕組

み」や「行政内の環境・体制」に関連する小カテゴリが上位を占めていた。また特徴的で

あった点として、「アカデミアの環境」に関する小カテゴリが7番目に入っていたことが挙

げられる（研究者と中間人材では上位10位に入っていなかった）。 
一方、研究者と中間人材では全体とは異なる傾向が見られた。いずれのステークホルダ

ーにおいても、上位10位の中に、全体の平均有用性が低かった小カテゴリが複数含まれて

いた（研究者：18位、19位、20位、22位、中間人材：11位、15位、17位）。加えて、研究

者は特定の小カテゴリを有用とみなす傾向が強く、「政策手法・仕組み」、「組織間連携」、

「行政内の環境・体制」の3つの大カテゴリに属する小カテゴリのみが上位10位に入ってい

た。 
中間人材では、「行政内の環境・体制」「中間人材の育成体制」、「政策手法・仕組み」

に関連する小カテゴリの有用性が上位を占めた。また、特徴的な点として「中間人材の育

成体制」に関する小カテゴリが4つ含まれていた。 
 
介入策の平均選択率とステークホルダーの違いについて（表３） 
平均有用性が高かった上位10個の小カテゴリの介入策の平均選択率とステークホルダ

ーの違いについて述べる。小カテゴリの有用性が最も高かった「利活用しやすいデータの

整備・公開」（4.52）では、「個人情報に配慮した研究者が利活用しやすいデータ基盤整

備」の介入策が最も高かった（77.8％）。次いで、「研究者による政策ニーズを考慮したデ

ータの創出および発信」（67.1％）、「自治体間で共通した政策評価を可能とする指標の設

定、およびデータ収集体制」（56.1％）、「外部組織が政策効果評価を可能とする省庁のデ

ータ収集や公開体制の整備」（48.0％）だった。この中でステークホルダー間の違いが大き

かった介入策として、「自治体でのデータ収集体制」や「省庁のデータ収集とその公開体

制の整備」が挙げられる。前者の介入策では、全体平均と比べると、研究者の平均が高か

った（全体：56.4％、研究者：76.0％）。また後者の介入策でも同様の傾向が見られ、研究

者の平均値は64.0％と全体平均の48.0％を大きく上回っていた。 
「省庁内の予算、人材、時間のゆとりの確保」（4.39）の小カテゴリでは、「ITツールを

使用した業務効率化の実施」（71.1％）や、「国会の質問通告の遅延議員の公表」（63.6％）

の関する選択率が高かった。ステークホルダー間の違いとして、回答者に親和性のない介

入策は選択率が低い傾向が見られた。例えば、2つ目の介入策である「国会の質問通告の遅

延議員公表」に関する全体平均は63.6％だったのに対し、研究者では24.0％だった。 
小カテゴリの有用性が3番目に高かった、「行政官や研究者の政策過程やEBPM、研究に

関する知識やスキル向上」（4.38）では、「行政官が配属先に左右されず、一定のスキルを

習得できる省庁内の人材育成体制の整備」（71.7％）や、「専門組織や行政官に対するEBPM
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関連の教育コンテンツの開発及び提供 」（69.2％）が特に高かった。いずれのステークホ

ルダーも約7割の回答者が1つ目の介入策（人事異動に左右されない行政官の人事育成体制

の整備）を有用だと評価していた。他方で、「行政官に対するEBPM関連の教育資材の提

供」の有用性を最も評価していたのは研究者であった（全体：69.2％、研究者：87.5％）。 
 「量的と質的データを組み合わせた現状の実情把握」（4.32）に関する小カテゴリでは、

「政策研究の専門家と行政官が定期的に現状把握するための場の設置」（76.4％）の有用

性が最も高かった。この介入策はいずれのステークホルダーも平均選択率が73.3％～

80.0％と一貫して高かった。一方で「こどもや当事者、現場の声をタイムリーに集められ

る外部組織の設置 」の介入策の平均は約50％だったが、ステークホルダー間で見解が異な

っていた。研究者は72.0だった一方で、中間人材では20.0％と低かった。 
 「政策の見直しが可能な体制」（4.31）に対する介入策は1つであり、それは「行政官と

自治体担当者が各政策について議論できる場の設置」であった。全体の平均値は84.9と高

く、いずれのステークホルダーの平均値も類似（80.0％～86.7％）していた。ただし上記で

述べたように、小カテゴリに対し介入策が１つしかないものは選択率が高い傾向が見られ、

解釈には留意する必要がある。 
 「エビデンスや専門家の意見を参照できる体制」（4.29）の小カテゴリでは、約8割の回

答者が「行政官が現状把握や課題設定を行う際に科学的知見や学術研究を参照できる体制

の整備」を有用だと考えていた。特に、行政官は回答者全員が有用だと答えていた（100％）。

研究者や中間人材でも約7割の人が有用と捉えていた。 
 「人事交流者への技術的・心理的サポート体制」（4.28）に対する介入策も1つしかなく、

「人事交流予定者や受け入れ組織が開始前に必要な知識を得るための手引きの作成」だっ

た。全体の平均値は86.9％と高かった。 
 「専門的知識や現場の実情を踏まえた省庁外からの継続的な政策関与」（4.26）では、約

6割の回答者が「人事交流者が交流期間中に関わっていた政策に、交流期間後も継続して関

与できる」ことが有用だと考えており、ステークホルダー間で見解に違いは見られなかっ

た。一方で、「研究者が省庁に所属し、行政内の非公開データに関する研究の実施」に関

する介入策はステークホルダー間で違いが見られた。多くの研究者が有用だと考えていた

が（68.0％）、行政官の選択率は僅か26.7％だった。 
 「人事交流経験を活用するための組織的支援」（4.23）では、「人事交流後に行政経験を

活かせる派遣元組織の人事体制の整備」の介入策が最も高かった（77.8）。この小カテゴリ

における介入策の有用性は行政官、中間人材と研究者の間で意見が分かれていた。先に述

べた介入策の平均値はそれぞれ86.7％、80.0％、66.7％（行政官、中間人材、研究者）と、

研究者のみが低かった。また別の介入策「研究者が研究課題を設定する際に人事交流者が

知見を提供できる体制の整備 」においてもその傾向は見られ、平均値はそれぞれ46.7％、

40.0％、66.7％だった。 
 「座学と実践を通した人事交流者の育成体制」（4.23）の小カテゴリでは、「人事交流者

が行政・アカデミア・臨床現場等と双方向で交流し、それぞれの視点や役割を学べるよう

な体制の整備」の介入策の平均値が最も高く79.2％であった。これはいずれのステークホ

ルダーも有用と考えており、平均値は78.6％～80.0％であった。 



社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 

令和６年度「政策形成過程における科学的知見の活用最大化のための中間人材の可能性について  
―成育医療・母子保健領域を事例とした分析と実証―」研究開発プロジェクト年次報告書 

 

18 
 

【考察】 
【属性について（表1）】 
平均勤務年数にはステークホルダーごとに差が見られた（行政官：約9年、研究者：約11

年、中間人材：約2年）。この違いは、各ステークホルダーにおいて対象者の相違に起因す

ると考えられる。例えば研究者については、「厚労科研のデータベースにおいて、過去5年
間に成育医療・母子保健領域の厚生労働科学研究班の代表を務めた者」を対象としており、

研究歴の長い者が多く含まれていたことから、平均勤務年数が高くなったと推察される。

一方、中間人材については、「日本の成育医療・母子保健領域において、過去に関係省庁

で一定期間技官を務めた医療従事者」を対象としており、人事交流の一般的な期間である

2年程度が平均値に反映されたと考えられる。 
 
【大カテゴリについて（表2）】 
EBPMを支える“あいだ”の機能「中間機能」とその重要性 
 大カテゴリの評価結果を概観すると、「政策手法・仕組み（PMM）」「中間人材の育成

体制（DKB）」及び、「組織間連携（COL）」の3カテゴリが、相対的に高い有用性評価

を得ており、制度や仕組みの構築、中間人材の育成がEBPM推進における重要な課題とし

て認識されていることが示唆される。 
一方で、「アカデミアの環境（AE）」および「行政内の体制整備（GSE）」といった、

特定のセクター内部の取り組みを対象としたカテゴリは、比較的下位に位置していた。こ

れは、政策と研究に距離があることや、アカデミア内の環境改善が相対的に低く見られて

いることが推測される。 
これらの結果は、EBPM推進において、単独のステークホルダーによる取り組みではな

く、複数のセクターをつなぎ・支える“中間的な機能”への期待が高まっている可能性を示

唆しているのではないかと考える。すなわち、政策形成とエビデンス創出の間をつなぐ「制

度設計（政策手法）」「人材の越境的育成（中間人材）」「継続的な対話・共創の枠組み

（組織間連携）」といった、“あいだ（中間）”を支える構造や役割が、EBPM政策過程の現

場から支持されていることは注目に値する。 
これに対し、アカデミアあるいは行政という“単独のセクター内”で完結するものは全体

における有用性の認識が相対的に低い傾向が見られた。これは、各セクターが自らの課題

を自力で解決することの限界を認識しており、越境的・協働的なプロセスの必要性が現場

感覚として共有されつつあることの表れと解釈できる。 
特に中間人材に関するカテゴリが上位に位置づけられたことは、政策過程における「誰

がつなぐか」「誰が翻訳するか」という人の問題が単なる補助的機能ではなく、中核的な

構造要素として認識されつつあることを意味しているとも考えられる。このような傾向は、

従来の縦割り行政や専門分化した学術構造の限界を補完する形で、「あいだを支える役割」

への構造的ニーズが高まっている可能性を示唆していると考える。 
【小カテゴリについて】 
小カテゴリの平均有用性について（表3） 

上位の小カテゴリに共通しているものは、「制度的支援（データ整備、体制構築）」お

よび「個人の能力開発（スキル向上）」への評価の高さであった。これらは、政策立案や

評価を行う上での実行可能性や即効性が高く、また他部門への応用が利きやすいという点

で、幅広いステークホルダーにとって有用性が高いと見なされたと推察される。一方、「人
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事制度」に関する項目が下位に位置づけられている理由として、制度改革の難易度や即時

的効果の不透明さが影響していると考えられる。 
 

小カテゴリ上位項目に関する考察：EBPM推進のための基盤整備の重要性 
量的調査において、有用性評価の上位に位置づけられた小カテゴリには、EBPMを実装

可能なものとして機能させるための基盤的な環境整備に関わる項目が多く含まれていた。

特に上位3項目は、質的調査における課題認識や、既存文献・議論とも重なる内容であり、

現場の実感と実証的な評価とが一致している点で注目される。 
1位に挙がった「利活用しやすいエビデンスやデータの整備・公開」は、質的調査におい

てもたびたび指摘されたテーマであり、「既に存在する政府統計やデータがあるにもかか

わらず、申請の手間や手続きの煩雑さから、十分に活用しにくい」という声などが聞かれ

た。これは、EBPMの前提としての“エビデンスの存在”と“実際の活用可能性”のギャップを

示しており、データインフラの整備と同時に、利用促進のための制度的サポートが求めら

れていることを示唆している。既存の文献においても、データガバナンスやオープンデー

タの観点から、利便性と信頼性を両立するための仕組みの必要性が論じられている。 
2位の「省庁内の予算、人材、時間のゆとりの確保」は、EBPMを日常業務の一部として

定着させるための組織的前提条件として極めて重要である。質的インタビューでも、「や

りたいことはあるが、時間的にも人的にも余力がない」といった切実な声が繰り返し語ら

れており、EBPMが“追加的な業務”と認識されてしまう現状が示唆された。また、人事院が

公表している残業時間等のデータや、『ブラック霞が関』などの出版物でも、行政官の過

重な労働環境に関する実態が指摘されている。近年は国会通告時間の見直しなど、働き方

改革に向けた取り組みも一部では進められているが、依然として構造的な改善が必要な課

題として認識されている。 
3位の「行政官や研究者の政策過程やEBPM、研究に関する知識やスキル向上」は、実践

を担う人材の能力形成という観点から重要である。質的調査においては、「政策過程がブ

ラックボックス化していると感じる」「EBPMの実務が暗黙知に依存している」といった

声が寄せられており、政策形成の過程に関する知見を明示的に「形式知化」「言語化」し、

相互に共有できる形で整理する必要性が示唆された。また、スキルや知識の向上は、個人

に対する研修や育成施策だけでなく、職場全体での学習機会の整備、情報共有の仕組みづ

くりなど、組織文化としての蓄積とも連動して捉えることが求められる。 
これらの上位項目はいずれも、EBPMの実効性を高めるうえで“制度的・組織的な基盤整

備”がいかに重要かを示す結果と捉えることができる。今後の介入策の検討においては、こ

うした基盤の構築を段階的に支援しうる具体的な方策の提示が求められるだろう。 
 
小カテゴリの上位10個のものに対する各ステークホルダーの違いについて（表4） 
 行政官の評価は全体傾向と概ね一致しており、「政策手法・仕組み」や「行政内の体制」

に集中している点から、現場での運用性や制度的枠組みへの関心の強さが読み取れる。一

方で、「アカデミアの環境」が例外的に上位に入っている点は、行政官が研究者との連携

や研究環境の改善に期待を寄せていることを示している可能性がある。 
研究者は、全体とは異なり、特定の小カテゴリに集中した評価を行っている。これは、自

身の専門性と政策との接点が限られていることを示しており、EBPM推進の観点からは視

野の拡張や現場理解の促進が必要である可能性を示している。 
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また、中間人材においては「中間人材の育成体制」に関する評価が特に高かった点が特

徴的であり、回答者自身の経験を反映した評価であると同時に、制度的支援の必要性が強

く意識されていることの表れと考えられる。 
 

こうした課題を踏まえ、次に、対応策として提示された介入策の選択傾向を考察する。 
【介入策について】 
介入策の選択率上位項目について：合意性と実装可能性（表３） 
 量的調査において、選択率が特に高かった上位2つの介入策は、すべてのステークホルダ

ー（行政官・研究者・中間人材）において高い評価を得ていた点でも注目される。 
※なお、本調査においては、１つのカテゴリに１つの介入策しか提示がなかったため選択

が集中した可能性もあり、その点については一定の留保が必要である。 
具体的には以下の2項目がそれに該当する： 
 
• 「人事交流予定者や受け入れ組織が開始前に必要な知識を得るための手引きの作成」

（全体平均選択率：86.7% 行政官86.9%、研究者86.7%、中間人材87.5%） 
• 「行政官と自治体担当者が各政策について議論できる場の設置」（同：84.9% 行政官

84.9%、研究者86.7%、中間人材88.0%） 
 
本調査では、ステークホルダー間で課題認識や優先順位に差異が見られる項目もあった

一方で、上記2項目については全ての属性で高い選択率を示し、相対的に合意が得られてい

た点が注目される。実装にあたっては、このように「共通の必要性」が確認されている介

入策から着手することが現実的であり、推進上の障壁も少ない可能性がある。 
一方で、特定のステークホルダーからの合意が十分に得られていない介入策については、

その導入や定着にあたって困難が生じる可能性がある。こうした場合には、まずそのステ

ークホルダーに対して、必要性の理解や認識の共有を図ることから介入を始めるといった

段階的な戦略が求められるかもしれない。このように、必要性の認識のずれは、実際に介

入を設計・実装する際の戦略やロードマップを検討するうえで、手がかりとなりうる。本

研究班では介入策の試行を予定しているため、この点も参考に検討を行っていく。 
それぞれの項目について簡単に内容と背景に考察を加える。 

① 「手引きの作成」 
質的調査でも、人事交流者から「業務の全体像を理解し、自走できるようになるまで半年

〜1年かかった」といった声があがっており、初期段階での不安感や負荷の高さが課題と

して共有されていた。事前に必要な知識を整理したガイドやオリエンテーション資料の整

備は、そうした課題を緩和する手段として、比較的導入しやすく、また派遣元組織など他

組織への展開もしやすいと考えられる。 
② 「行政官と自治体担当者による政策対話の場の設置」 
特に母子保健など自治体が実装主体となる分野において、地域格差を生じる事例は多く、

その必要性が繰り返し指摘されてきた。自治体ごとの実装上の制約や工夫が中央に共有さ

れにくいこと、中央省庁からの施策はそれを踏まえきれず「指示出し止まり」になってし

まいがちであることなどが、質的調査でも、実装上の課題として指摘されてきた。こうし

た中、双方向の対話を促進し、好事例の展開や課題の共有を可能にする場の整備は、自治

体支援およびEBPMサイクルの推進に資するものといえる。 



社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 

令和６年度「政策形成過程における科学的知見の活用最大化のための中間人材の可能性について  
―成育医療・母子保健領域を事例とした分析と実証―」研究開発プロジェクト年次報告書 

 

21 
 

 このように、選択率上位の介入策は、EBPMを支える実務的な基盤の整備に直結する内

容であり、かつステークホルダー間の認識の共通性という点でも、実装に向けた優先度が

高いと考えた。 
 
介入策の平均選択率とステークホルダーの違いについて（表3） 
ステークホルダー間の連携意欲の非対称性と中間支援の必要性 

ステークホルダー間の認識の差に関して注目される点として、アカデミアと行政官の間

に見られる連携意欲の非対称性が挙げられる。アカデミア側は、政策形成の現場との接点

を求める傾向が比較的強く、「政策ニーズを満たした研究者からのエビデンス創出とそれ

を活用する行政の仕組み」や「組織の垣根を超えた意見交換の場の創出」といった組織間

連携（COL）に関する項目の選択率が高い傾向にあった。こうした傾向は、近年の学術界

における研究成果の社会実装への関心の高まりや、政策貢献を志向する動きが一定程度広

がっていることの表れである可能性がある。 
 一方、行政官側からは、これらの組織間連携（COL)に関する項目の選択率は相対的に低

かった。これらの背景として、「省庁内の予算や人員、時間の確保」（行政内の環境・体

制（GSE））や「利活用しやすいエビデンスやデータの整備・公開」（政策手法・仕組み

（PMM））など、自組織内の業務環境やリソースに関わる項目が高く選ばれており、日々

の業務負担や時間的制約などにより、連携の必要性を感じていても、実際の優先度を上げ

にくい状況が存在している可能性が考えられる。すなわち、実務上の制約によって連携が

実現しづらい構造的な要因が影響している可能性もある。 
 こうした傾向を踏まえると、ステークホルダー間の協働を促進していくためには、それ

ぞれが置かれている業務的・制度的な制約に応じた支援が必要であると考えられる。特に、

アカデミアと行政官のあいだで見られた意識や優先度の違いについては、背景にある環境

や役割の違いに着目し、それぞれの立場に対する配慮を前提としながら、認識をすりあわ

せていくことが求められるかもしれない。 
たとえば、昨年度本研究班で実施した質的調査では、「エビデンス」という語が行政官

と研究者とで異なる意味で用いられていることが指摘された。「エビデンス」は、行政官

にとっては 「Accountability」―政策の正当性を説明するための根拠（Policy justification） 
として、研究者にとっては  「Scientific Rigor」―科学的に妥当で再現可能な知見

（Methodologically sound evidence） として認識されており、同じ用語を使いながらも重視

している機能が異なる状況が見られた。このような前提の違いが、両者の連携における障

壁の一因となっている可能性がある。こうした違いに丁寧に向き合いながら、共通の課題

意識や、中長期的なビジョンを共有していくことが、持続的な連携の基盤となることが考

えられる。 
その上で、異なる立場のあいだに存在する認識や実行可能性のギャップを橋渡しするた

めには、中間的な支援機能を担う「中間人材」や「中間組織」の存在が果たしうる役割に

も目を向けることが有効かもしれない。こうした中間的な存在が、政策形成の現場とエビ

デンス生産の現場のあいだで、互いの文脈を翻訳し、協働の接点を生み出す契機となるこ

とを期待したい。 
今後の制度設計や支援策の検討においては、このような“あいだ”をつなぐ機能を、いか

に持続可能かつ実効性のある形で制度に組み込むかが、一つの検討課題となりうると考え

る。 
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また、本研究で抽出された中間機能に関する項目やその評価は、一定程度、中間人材・

中間組織に求められるコンピテンシーを示唆している可能性もある。今後、こうした機能

を整理・統合していくことで、育成や支援に向けた基本的な指標や枠組みの構築につなが

ることが期待される。 
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当該年度の到達点③ 中間人材の詳細な実態・ニーズを把握し、必要な支援パッケージの

開発を行う（研究課題③）。 
 

 
 
実施項目③−１ 中間人材関係者へのヒアリング（①）とアンケート調査（②） 
 
成果 
【方法】 
① 厚生労働省人事担当部署へのヒアリング：厚生労働省人事担当部署の担当官に対して、

現状や課題について1時間の非構造化ヒアリング（厚生労働省2名対 研究員3名）を実

施した。 
 

② アンケート調査：研究課題①の量的調査のアンケートに中間人材の実態把握に関する

項目を9項目追加し、回答を頂いた。 
 
【結果】 
① 厚生労働省人事担当課へのヒアリング 

厚生労働省の人事担当課へのヒアリングにおいては、以下の課題が明らかとなった。 
• 行政側のニーズと人事交流者側のニーズのマッチング（出向時期やポジション、働き

方等） 
• 人事交流後のキャリアパスが描きにくい 
• 人事交流後に行政経験を活かす場が少ない  
• 人事交流後に厚生労働省と人事交流者、人事交流者同士が繋がりをもてる機会がない 
• 人事交流者の行政の仕事に対する理想と現実のギャップを埋められていない  
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• 派遣元組織の人事交流者に対するサポートが少ない  
• 人事交流期間が短い 
 
 このような課題の中から、組織的に人事交流者をうまくマネジメントしている派遣元も

あるため、人事交流者側のニーズの調整や人事交流後の経験を活かすための支援について

は派遣元にインタビューを行い、好事例を収集するのは良いのではないかと提案があった。 
   
また、人事交流者に求められるスキルとして、以下が挙げられた。 
• コミュニケーション能力  
• 調整能力  
• 仮説設定能力 
 これらの能力は行政官だけでなく、臨床の現場で求められるスキルと同じということを

一般化して理解できているか、そこに価値を見出せるか人かが重要。 
② アンケート調査 

研究課題①の量的調査のアンケートに中間人材の実態把握に関する項目を追加し、回

答を頂いた。 
質問項目（8項目）と結果は以下の通りである。 
1. 人事交流をするにあたり、派遣元から求められる役割はどのようなものだと考え

ますか。 
結果： 
• 派遣元に戻るにあたり、臨床や研究とは異なる行政という視点を取り入れ、

医局の可能性を広げ、地域医療に貢献すること 
• 政策の作られ方、その考え方について学ぶ（わかりやすいところとしては、

診療報酬、厚労科研など）  
• 政策への現場の意見の反映、中央省庁とのパイプづくり  
• 関係施策に関する大まかな動きの共有と、政府からの文書等に関する解釈の

補助等。  
 

2. 人事交流をするにあたり、中央省庁で求められる役割はどのようなものだと考え

ますか。 
結果： 
• 専門領域の臨床経験を下に、現場の実態に即した医療行政施策の策定に資す

ること 
• 専門的なアドバイス、現場での感覚  
• 現場を知っている者としての政策企画・立案への関与  
• 職種や診療科ごとの現場の実情を踏まえて政策の立案等を行うことと、現場

（医療提供側）との橋渡し。  
 

3. ご自身の現場経験や専門性は行政での業務に活かせていますか。 
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結果： 

 
4. 人事交流者として働く上で困っていることはどのくらいありますか。 

結果： 

 
5. 人事交流者として働く上で、困ること（困っていたこと）はありますか。（選択

式 複数回答可） 
結果： 

50%50%

ご自身の現場経験や専門性は行政での業務に活かせていますか。
(n=4)

そう思う 強くそう思う

25%

50%

25%

人事交流者として働く上で困っていることはどのくらいありま
すか。(n=4)

非常にある ある どちらとも言えない



社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 

令和６年度「政策形成過程における科学的知見の活用最大化のための中間人材の可能性について  
―成育医療・母子保健領域を事例とした分析と実証―」研究開発プロジェクト年次報告書 

 

25 
 

 

 
6. 現職において行政経験は活かされていますか。 

結果： 

 
7. 行政経験を現職で活かしたいと思っていますか。 

結果： 

9.1%
9.1%

18.2%

18.2%

27.3%

36.4%

36.4%

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

周囲からの支援が少ない
キャリアパスが描けない

必要な知識が不足している
事務仕事が多い

処遇（給与等）が悪い
労働環境（労働時間等）が悪い

業務量が多い

人事交流者として働く上で、困ること（困っていたこと）はありますか。
(n=4)

57%
43%

現職において、行政経験は活かされていますか。(n=7)

そう思う 強くそう思う
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8. 活かせているご経験について、どのようなものが役に立ちましたか。（選択式 複

数回答可） 
結果： 
 

 
9. 人事交流後に政策に関わる仕事をしましたか。 

（例：診療報酬改定への関与、検討委員に参画、自治体連携、政策の経験を活か

した学会活動） 

43%
57%

行政経験を現職で活かしたいと思っていますか。(n=7)

そう思う 強くそう思う

11.1%
44.4%

66.7%
66.7%
66.7%
66.7%
66.7%
66.7%
66.7%

77.8%

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

政策の立案過程の理解
説明資料の作成

各政策・研究等のマネジメント
各分野のステークホルダーの理解

行政文書の作成
人的ネットワーク

様々な立場の人への説明
科学研究費の全体像の理解

省庁内の各部署の担当の理解
政治との調整

活かせられているご経験について、どのようなものが役に立ちま
したか。(n=7)
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結果： 

 
 
【考察】 
① 人事担当課へのヒアリング 

厚生労働省の人事担当課へのヒアリングにより、人事交流に関していくつかの

課題が明らかとなった。主な課題は、出向時期やポジション、働き方などにおけ

る行政側と人事交流者側のニーズのミスマッチ、人事交流後のキャリアパスの不

透明さ、行政経験を活かす場の不足、人事交流者同士や厚生労働省との継続的な

つながりの欠如、行政業務に対する理想と現実のギャップ、派遣元からの支援の

少なさ、そして人事交流期間の短さである。これらの課題を踏まえ、アンケート

調査において、検討していた質問項目に、以下の項目を追加することができた。 
 

【質問の追加項目】  
• 人事交流をするにあたり、派遣元から求められる役割はどのようなもの

だと考えますか。  
• 人事交流をするにあたり、現在の職場（中央省庁）で求められる役割はど

のようなものだと考えますか。  
• ご自身の現場経験や専門性は行政での業務に活かせていますか。  
• 人事交流者として働く上で困っていることはどのくらいありますか。  
• 人事交流をするにあたり、派遣元から求められる役割はどのようなもの

がありますか。  
• 行政での経験の活用についてお答えください。  
• 活かせられているご経験について、どのようなものが役に立ちましたか。  
• 人事交流後に政策に関わる仕事をしているか  

（例：診療報酬改定への関与、検討委員に参画、自治体連携、政策の経験

を活かした学会活動） 
 

86%

14%

人事交流後に政策に関わる仕事をしましたか？（例：診療報
酬改定への関与、検討委員に参画、自治体連携、政策の経験

を活かした学会活動）(n=7)

はい いいえ
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また、派遣元組織のヒアリングによる好事例の提示について提案をいただき、

本研究の派遣元組織のヒアリング調査に繋げることができた。 
 
②  アンケート調査 

量的調査に回答した中間人材14名を対象に中間人材の実態調査に関するアンケ

ートを実施した。回答数が最大７名と少なかったため解釈には注意が必要である。 
現職において行政経験を活かしたいと思うに対して「そう思う/強くそう思う」に

回答した者が7人中7名であり、省庁での人事交流経験を活かして活躍したいと考え

る者がいることが分かる。人事交流経験を経て政策に関わる仕事をした者が86%お

り、人事交流経験を活かして活躍している者が一定数いることが分かる。 
 
実施項目③−2 中間人材への支援パッケージの開発 
成果 
【方法】 
中間人材への支援パッケージを開発するにあたり、以下２つのヒアリングを実施した。 

1. 中間人材へのヒアリング 
2. 派遣元組織へのヒアリング 

1.中間人材へのヒアリング 
対象者：こども政策領域に関係している「中間人材」3名 
実施方法：本研究で実施した、的調査及び量的調査の結果に基づき、ヒアリングガイドを

作成し、１対２のWebによる半構造化面接を行なった。ヒアリングガイドはアンケート調

査を実施する前と後で変更した。 
 
1-1. アンケート調査前のヒアリングガイド： 
【人事交流前】 
1. 人事交流者となったきっかけ 
2. 人事交流を始めるにあたっての準備 
3. 人事交流を始めるにあって必要なサポート•情報  
4. 人事交流を始めるにあたって参考になった資材等 
5. 人事交流で何を求められていると思うか   
 
【人事交流中】 
6. 人事交流期間中に果たした/果たせなかった役割 
7. 人事交流期間中に必要なサポート  
8. 人事交流中に参考になった資材等 
 
【人事交流後】 
9. 人事交流で得られたもの（資料作成、調整、様々な背景を持つ人への説明、プラン

ニングなどの能力、人脈） 
10. 人事交流の経験が活かせている点（現職に関係有/無）  
11. 人事交流の経験が活かせていない点   
12. 人事交流の後任への引き継ぎがある場合、その内容 
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【現状の人事交流制度】 
13. 良い点  
14. 改善点 
15. 人事交流者の配置・活用方法について  
16. 人事交流前後の派遣元組織での処遇  
17. 人事交流出向に当たって事務手続きや就労規則等での課題  
 
【結果】 
1-1. アンケート調査後のヒアリング 
 
【人事交流前】 
1. 人事交流者となったきっかけ 

当時の部長から人事交流の提案を受けた。関係学会において必要性の高いポジショ

ンであった。 
 
2. 人事交流を始めるにあたっての準備 

配属先の室長とメールのやり取りがあった。配属先の関連指針が送られてきたが、

理解できなかった。 
 
3. 人事交流を始めるにあって必要なサポート•情報  

当時の部長を通じて前任者と連絡を取り、住居に関する相談を行った。官舎への入

居は困難であった。過去の前任者に聞いても、それぞれ状況が異なり参考にならな

かった。組織として前任者に繋がる仕組みは整っていなかった。現在は、インタビュ

ー対象者と人事交流経験者一名が、所属学会からの出向者に対するサポート窓口と

なっている。 
 
4. 人事交流を始めるにあたって参考になった資材等 

なし 
 
5. 人事交流で何を求められていると思うか   

ポジションは伝えられたが、何をやるポジションなのかは説明がなかった。 
 
6. 人事交流期間中に果たした/果たせなかった役割 

o 果たした役割 
法改正、予算編成、診療報酬改定、研究班の運営、行政文書の改訂などにも関

与した。担当者の代替性が低く、専門性が生かされた。 
o 果たせなかった役割 

医療と福祉の狭間にある領域は、担当部局の枠組みを越えるため取り組みが

進まず、必要性を認識していても制度内で位置づけることが難しい状況にあ

った。質の向上や包括的支援といった数値化しにくい課題は政策議論の俎上

に乗りにくかった。 
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7. 人事交流期間中に必要なサポート  

行政文書の作成や業務の進め方は体系的な教育がなく、実務を通じて習得するしか

ない状況であり、理解には半年から1年を要した。業務の基本的なフローや文書の書

き方については、短期間でも集中して学べる機会があると効果的であると考えられ

る。また、政策立案に関する研修はプロパー職員には用意されていたが、外部からの

人事交流者には十分に提供されていなかった。さらに、心理的サポートの体制も重

要であり、相談しやすい窓口や相性の合う産業医の存在が助けとなった経験がある。

一方で、上司からのパワハラに悩まされた事例もあり、パワハラへの対応について

は省内での認識を高め、実効性のある研修や支援体制が必要とされている。 
 
8. 人事交流中に参考になった資材等 

なし 
 
9. 人事交流で得られたもの（資料作成、調整、様々な背景を持つ人への説明、プラン

ニングなどの能力、人脈） 
他部局との関わり、福祉分野に関われたことが良かった。 

 
10. 人事交流の経験が活かせている点（現職に関係有/無）  

人事交流を通じて、省内での政策立案から実装までのプロセスや重要なタイミング

を把握できたことは大きな成果であり、現在の社会保険分野での業務にも活かされ

ている。特に、診療報酬改定に関わる時期の重要性を理解しているため、適切な判断

と行動が可能となっている。実際に、学会の調査を通じて、診療報酬への反映を実現

できた。また、公益性の高い分野では、行政との連携において人事交流の経験が有効

に機能している。 
 
11. 人事交流の経験が活かせていない点   

出向において求められたのは主にマンパワーであり、医療政策の観点では、都道府

県に対して何か働きかけができる余地があればと感じている。現場で課題を感じて

いても、上の立場にならないと意見を述べることが難しく、具体的な提案も制限が

ある状況がある。 
 
12. 人事交流の後任への引き継ぎがある場合、その内容 

後任への引き継ぎは自身の所属部署から出向者を出す形で実現でき、一度対面で会

い、LINEでのやり取りも行った。引き継ぎ書は、簡潔にという指示もあったが、そ

れでは情報が途切れることが多いため、関係者・課題・今後求められることまで含め

て丁寧かつ詳細に作成し、次の担当者が業務を継続できるよう工夫した。政策が途

切れないようにとの思いがあり、時代の変化に応じて可能になることも見据えてい

た。 
 
13. 良い点  

母子保健や子どもの領域に詳しい人が省内に入ることは重要であり、小児医療は効
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率性だけでは判断できない側面が多い。現場の実情を理解し、関係者とのつながり

を持つ中堅層の人材が政策に関わる意義は大きく、初期研修だけの経験では見えな

い課題もある。影響力のある人物とのつながりがある人材も有効であると考えられ

る。 
 
14. 改善点 

生活の安定が仕事の基盤であり、出向開始前に官舎に入れず、最初の数日はホテル

で過ごす必要があった。また、出向中は自分の部局以外との関わりが少なく、福祉や

保険など他部局との連携の機会が限られていたことが課題だった。特に医療的ケア

児など複数部局に関わるテーマについて、部局を超えて政策的に意見交換できる場

が必要であり、形式的な勉強会ではなく、個人レベルで対話ができる場の整備が望

まれる。 
 
15. 人事交流者の配置・活用方法について  

コメントなし 
 
16. 人事交流前後の派遣元組織での処遇 

なし 
 
17. 人事交流出向に当たって事務手続きや就労規則等での課題 

出向に伴う事務手続きは直前に通知されることが多く、書類も出発の1週間前に送付

され、数日以内の提出を求められるなど準備期間が非常に短かった。宿舎の案内も

遅く、生活面での不安が生じた。派遣元組織の勤務形態によって共済に変更はなか

ったが、社会保険の切り替えが発生し、雇用継続ではなく一度退職扱いとなったこ

とで、退職金が発生するなど制度的な継続性がなかった。その結果、社会保険などで

齟齬が生じる可能性もある。さらに、出向によって給与が下がる点が大きなデメリ

ットとなっており、近年進んでいる兼業制度の活用に関する情報も十分に共有され

ていないため、経済的・制度的なサポート体制の強化が求められる。 
 
1-2. アンケート調査後のヒアリングガイド：  
研究班の説明・量的調査の結果共有（備考 資料１参照） 

 
Q１. 現在の所属先はどこか、どんな活動をしているか  
 
介入策① 人事交流予定者や受け入れ組織が開始前に必要な知識を得るための手引きの

作成  
Q２．人事担当課に入職者オリエンテーションで使えるような有用な情報を提供したいと

考えている。 人事交流をする上でどんな情報が事前にあると良いか  
・業務内容  
例）国会対応の流れについて知りたかった  
・生活面の支援  
例）宿舎の手配  
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介入策③ 人事交流者が行政・アカデミア・臨床現場等と双方向で交流し、それぞれの視

点や役割を学べるような体制の整備  
Q３. 人事交流者が行政・アカデミア・臨床と双方向で交流できる体制はどのようなものが

あると良いか  
• 交流手段  

例） Slack やML  
 頻度や内容  

例） 
 子ども領域に絞った人材に限定する or 保健医療分野全体 
 こどもシンクタンク主導で集会の機会があると良い or 聞きたいことがあ

った時に連絡できるフォーム or 管理者がいたほうがいいのか  
  
介入策⑧ 研究者が研究課題を設定する際に人事交流者が知見を提供できる体制の整備  
Q４. 研究者が課題設定をする際に、人事交流者が知見提供できる体制はどのようなもの

があると良いか  
例）こどもシンクタンクがプラットフォームになり、研究者と人事交流者をつなぐ？  
  
介入策⑨ 外部組織による、人事交流経験者の体験談やキャリアパスを参照できるオンラ

インプラットフォームの整備  
介入策⑩ 外部組織（例：こどもシンクタンク）による人事交流者の実践的なサポート提

供  
Q５. どのような方法だと利用をしやすいか 
 
【結果】 
1-2. アンケート調査後のヒアリング 
Q２. 
回答の要約 
人事交流では、業務マニュアルがなく、行政特有の用語や手続きが分かりづらいため、

業務の進め方に戸惑うことが多い。特に、国会対応や予算編成、診療報酬制度などの年間

スケジュールが不明確で、見通しが立てにくい。業務の具体例も少なく、適切な分量や粒

度が分かりづらいという課題もある。 
また、省庁内でのネットワークが不足しており、人事交流者同士の情報共有の場が求め

られる。正規職員とは異なり、教育の丁寧さが課によって異なるため、統一されたガイド

ラインの整備が必要である。 
処遇面では、給与や福利厚生の仕組みが不透明で、派遣元組織の補填制度も不明確なため、

選択肢を示した情報提供が求められる。特に地方からの出向者は、家族帯同などの準備が

必要なため、早い段階で処遇の詳細を知る機会が重要となる。 
これらの課題を解決するため、業務マニュアルや年間スケジュールの整備、ネットワー

キングの促進、待遇に関する明確な情報提供が必要である。 
抽出された具体的な事項 
• 用語解説、国会や予算編成の流れ、診療報酬、研究班など、決まったスケジュール 
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• 具体的な作成資料（レク資料など） 
• 役職とその役割 
• 仕事の密度が高い時期 
• 待遇（給与、福利厚生、宿舎、兼業） 
• 派遣元組織と交渉の余地があるのか選択肢の提示 
 
Q３. 
回答の要約 
人事交流者は臨床現場とのつながりを持つことが多いが、地方行政との関わりは少なく、

交流後に地方行政のアドバイザーとして活躍できる仕組みがあれば有用である。しかし、

現状ではそのような制度は整備されていない。 
行政とアカデミアの相互理解が不足しており、役所はアカデミアを重視していないよう

に見える。行政が何を求め、どのような目線で政策を進めているのかが現場には伝わりに

くく、行政が現場からどのようなデータを必要としているのかが明確でない。一方で、臨

床医も行政の仕組みを十分に理解しておらず、現場の課題をどう解決すればよいのかわか

らない状況がある。アカデミアでは業績重視の風潮があり、教授のような立場になってよ

うやく社会還元に目が向くことが多い。このギャップをどう埋めるかが課題である。 
また、厚労科研では同じ研究者が長年関わることが多く、特定の研究室の意見が強くな

りがちである。こうした体制を改善し、定期的な意見交換の場を設けることが求められる。

例えば、月一のオンライン勉強会や、関心のあるテーマごとに専門家が集まる緩やかなプ

ラットフォームが有効かもしれない。例えば、成育医療に関する議論を深め、子どもに関

連する政策課題に特化することも一つの方法として考えられる。ただし、情報発信・収集

だけでは十分ではなく、具体的な業務やメリットがなければ継続的な参加を確保するのは

難しい。 
抽出された具体的な事項 
• 月一、絞り込んだテーマについて集まってディスカッションができる勉強会の開催 

 
Q４. 
回答の要約 
具体的な業務や研究の公募につながる意義がなければ、研究者の協力を得るのは難しい。

研究者に最先端の問題意識をヒアリングする仕組みが必要だが、行政が直接関与すると癒

着の懸念が生じるため、成育のような第三者機関がその役割を担うのは有効な手段となる

のではないか。 
研究者が応募できる研究費の枠組み（箱）がなければ、新たな課題に取り組むことが難

しい。文部科学省の科研費は自由応募が可能だが、厚労科研やAMEDはあらかじめ設定さ

れた課題に沿った研究しか申請できない。そのため、厚労科研やAMEDの研究課題を設定

する際には、現場のニーズを適切に反映させる体制が重要である。 
人事交流者の役割の一つとして、現場と政策を結びつける「人をつなぐ役割」が重要で

ある。行政側も予算の立て方に悩んでいるため、研究者の関心や現場のニーズと政策形成

を結びつけることが求められる。 
研究課題の設定だけでなく、政策評価の仕組みを確立することも重要である。しかし、

行政がデータを公開するのは難しく、政策評価の実施にはハードルがある。そのため、政
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策評価の必要性を提言する役割を成育のような機関が担うことが望ましいのではないか。 
若手研究者の新陳代謝を促進する体制が求められる。研究だけでなく政策評価も含めた枠

組みを整備し、現場のニーズを政策に反映させる仕組みを強化することが今後の課題とな

る。 
抽出された具体的な事項 
• 成育シンクタンクのような第三者機関が個別分野のトレンドをまとめる  
• 成育シンクタンクのような第三者機関が政策評価の必要な分野の特定 

 
Q５. 
回答の要約 
人事交流者のキャリアパスは明確でなく、事例が少ないため、経験を共有する場が求め

られる。しかし、役所側には人事交流に消極的な風潮もあり、深夜の国会対応を免除され

ることがあるなど「美味しいとこ取り」と見られることもある。 
学会によっては、出向者の活動をまとめ、学会理事との懇親会を開催するなど、支援の

動きがある。医局ぐるみで交流を応援する体制がある大学もあり、派遣元組織や学会の期

待が精神的な支えにもなる。 
人事交流を通じて、地域医療や厚労科研のアドバイザーとしての役割を担う機会もあるが、

地方行政との接点は少なく、活かしきれていないのが現状である。 
交流後のキャリアを可視化するために、医局での発表会の開催や、プラットフォームで

体験談を共有することも有効ではないか。横のつながりを活かし、より意義のある仕組み

を整えることが重要である。 
抽出された具体的な事項 
• 派遣元組織の役員等との交流 
• 派遣元組織での体験談を共有する発表会・プラットフォーム等での公開 
 
その他の意見 
臨床に専念している医師は政策への理解が乏しく、どれだけ働きかけても共感を得にく

い。これは、医学部教育に医療政策が含まれていないことが一因と考えられる。ただ、実

際、医療政策を学ぶ場は限られており、公衆衛生大学院では疫学や統計を教える専門家は

多いが、日本では医療政策を体系的に教えられる人材がほとんどいないのが現状である。

人材育成が必要と考える。 
 
2.人事交流者の派遣元組織へのヒアリング 
対象者：厚労省に人事交流者を派遣している大阪大学の経営企画を担当する部署のURA・

事務担当者 
実施方法：本研究で実施した、的調査及び量的調査の結果に基づき、ヒアリングガイドを

作成し、2対2のWebによる半構造化面接を行なった。 
 
ヒアリングガイド 
【ヒアリング項目】  
• 交流前  

1. 人事交流者はどのように決定していますか。  
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2. 人事交流前に人事交流者に対して、オリエンテーションのようなものはあります

か。  
3. ある場合、その内容はどのようなものですか。  
4. 派遣元組織としてどのようなオリエンテーションがあると良いと思いますか。  
5. 人事交流者経験者と人事交流予定者の関係を構築する体制はありますか。  
6. 人事交流者のアンケートより派遣元組織から求められている役割として以下のよ

うな結果が得られたのですが、大学としてはどのような役割を期待していますか。  
・ 医局の可能性を広げる （医局に臨床や研究とは異なる行政の視点取り入れ）  
・ 中央省庁とのパイプづくり  
・ 政策形成まわりの知識習得 （診療報酬、厚労科研、関係施作の動き理解、政府

文書の解釈補助）  
  

7. 人事交流者のアンケートより厚労省から人事交流者に求められている役割として

以下のような結果が得られたのですが、事前に人事交流者に伝えておくべき情報

は何かあるとお考えですか。  
・ 専門領域の臨床経験  
・ 現場の実態に即した医療行政施策の策定  
・ 現場（医療提供側）との橋渡し  

  
• 交流中  

1. 人事交流者に対するサポートはありますか。  
2. 人事交流者との連携（情報提供等）は密にありますか。  
3. 人事交流者からの要望はありますか。  

• 交流後  
1. 人事交流者用のポストはありますか。  
2. 人事交流者はどのように活躍されていらっしゃるでしょうか。  
3. 活躍するためのサポート、工夫等はありますか。  
4. 人事交流者が活躍するために、人事交流で身につけてほしいスキルはありますか。  

  
① その他  

1. 人事交流制度を活性化させるために必要なことは何だと思いますか。  
2. 人事交流制度を行う派遣元組織へのアドバイスはありますか。  
3. 人事交流制度を活性化するために、派遣元組織として、厚生労働省からほしいサポ

ートはありますか。  
 

【結果】 
ヒアリングにより以下の中間人材の支援状況を聴取することが出来た。 
• 交流前 

 教員の人事交流者の決定プロセスは、所属部局（例：医学系研究科）が担当して

おり、大学本部は担当していない。 

 大学全体で人事交流者向けにオリエンテーションを実施。3月に壮行会を実施し、

理事と出向者の交流の場を設けている。 



社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 

令和６年度「政策形成過程における科学的知見の活用最大化のための中間人材の可能性について  
―成育医療・母子保健領域を事例とした分析と実証―」研究開発プロジェクト年次報告書 

 

36 
 

 オリエンテーション内容； 
大学のミッションや経営方針が理事から伝えられる。時間は1時間程度。（理事

からの話20分程度、質疑10分、他自己紹介・元出向者との意見交換）日中で任意

参加。出向経験者と出向予定者の縦の繋がり今後強化していく予定。 

 派遣元組織（大学本部）として人事交流者に求める役割は、「中央省庁のパイプ

づくり」「派遣元組織の大学のプレゼンス向上」である。所属部局が求める役割

もある。 

 
• 交流中 

 所属部局（例：医学系研究科）で行なっているサポートと大学本部で行なってい

るサポートがある。 
 大学として、理事が年に 1 回東京を訪れ、出向者と対面で意見交換を行う会を設

けている。 
 
内容： 
対面２時間。参加者は職員出向者を含め約 20 名。理事が大学の最新情報（例: 新
設センターの情報など）を提供し、出向者の現状を把握する場を設けている。出

向者が孤立しないよう、大学としての支援を明示する狙いがある。 
 人事交流者からは「大学の代表として見られるが、大学全体の情報が不足してい

る」との意見があり、出向者向けの情報提供を強化する必要があると考えている。 
 

• 交流後 
 教員の人事交流者については所属部局（例：医学系研究科）が人事を管理してい

るため、大学全体としての明確なポスト設計は未整備。 
 出向者がどの省庁や機関に所属しているかは大学として把握している。省庁の意

向確認を要する際に出向者にお伺いするなど、ネットワークを活用している。 
 出向経験を学内で共有する場がないため、知見を活かしきれていない。出稿者か

ら「経験を共有する場が無い」と意見があり、現在報告会の開催を検討中である。 
 

• その他 
 工学研究科や薬学研究科など医学系以外の研究科でも省庁への出向実績あり。 

 
【考察】  
中間人材へのヒアリング：課題と示唆 
中間人材ヒアリングでは、人事交流および行政とアカデミアの関係におけるさまざまな

課題が指摘された。具体的には、業務マニュアルや年間スケジュールが不明確で業務の遂

行が困難になっている点があり、明確な情報提供が求められている。また、人事交流者同

士の情報共有が不足しており、定期的な交流やネットワーク構築の必要性が高い。待遇に

関しては、給与や福利厚生の情報が不透明であり、特に地方からの出向者には早期に詳細

な情報を提供する必要がある。さらに、行政とアカデミアの間に相互理解の欠如が見られ、

双方向のコミュニケーション強化が重要とされている。研究課題の設定においては、現場

のニーズを反映し、政策評価の仕組みを確立することが求められており、人事交流者のキ
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ャリアパスが不明瞭であることから、経験の共有や支援体制の整備も必要とされる。加え

て、研究費の枠組みを整備し、現場ニーズを反映した研究を促進することが課題解決の鍵

となる。 
 
派遣元組織へのヒアリング：事例と示唆  
  派遣元組織ヒアリングでは、大学の経営企画部署が人事交流者を支援する先進的な事

例を知ることができた。この事例はすべての大学で実施されているわけではなく、先進的

なものであり、他大学にとっても有益な参考例となると思われる大学側がただ出向させる

だけではなく、人事交流者を大切に扱う風潮があることが伺える。人事交流前にオリエン

テーションで大学について知る機会を設けることで、人事交流者に大学の理解を深めても

らい、結果として大学のプレゼンス向上を図る狙いが感じられる。この取り組みは、大学

側としても大学の魅力を発信し、人事交流の意義を高めるうえで非常に意義深いものと考

える。 
 さらにまた、それぞれのヒアリング対象者より各介入策に対する具体的な提案が複数出

された： 
 
介入策① 人事交流予定者や受け入れ組織が開始前に必要な知識を得るための手引きの

作成 
用語解説、国会や予算編成の流れ、診療報酬、研究班など、決まったスケジュール 、具

体的な作成資料（レク資料など） 、役職とその役割 、仕事の密度が高い時期 、待遇（給

与、福利厚生、宿舎、兼業） 、派遣元組織と交渉の余地があるのか選択肢の提示の内容が

含まれていると良いことが示された。これらの内容は、インタビュー対象者の2人において、

ほぼ同じ項目が抽出されたため、多くの人事好人事交流者が必要としている情報であると

考える。 
 
介入策② 人事交流後に行政経験を活かせる派遣元組織の人事体制の整備 
所属部局（例：医学系研究科）ではなく、大学の本部だったため、十分に聴取できてい

ない。しかし、本部が人事交流者の所属を把握し、人と人を繋ぐ役割を担っていると言う

好事例を伺うことができた。大学のURA・事務が人事交流者のネットワーク構築を促す役

割を推進することは重要である。 
 
介入策③ 人事交流者が行政・アカデミア・臨床現場等と双方向で交流し、それぞれの視

点や役割を学べるような体制の整備 
絞り込んだテーマについて集まってディスカッションができる勉強会の開催すること

が提案された。これについては、中立性を保ちながら、継続できる交流の場を設けること

は難しいという指摘もあり、場を設ける際には参加者にわせた介合わせたテーマの設定な

どの工夫が必要である。 
 
介入策⑧ 研究者が研究課題を設定する際に人事交流者が知見を提供できる体制の整備 
成育シンクタンクのような第三者機関が個別分野のトレンドをまとめることや政策評

価が必要な分野の特定を行うことが示された。 
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介入策⑨ 外部組織による、人事交流経験者の体験談やキャリアパスを参照できるオンラ

インプラットフォームの整備 
介入策⑩ 外部組織（例：こどもシンクタンク）による人事交流者の実践的なサポート提

供 
派遣元組織の役員等との交流や派遣元組織での体験談を共有する発表会・プラットフォ

ーム等での公開が提案された。派遣元組織からの支援は、重要な役割を担っているという

派遣元組織から人事交流者へのメッセージとなり、人事交流者のモチベーションに大きく

結びついていることがわかった。 
 

中間人材支援の仕組み化に向けた制度的・構造的検討 
中間人材に関するヒアリングからは、現時点で制度的な支援は限られており、個人の資質

や人脈、経験に依存して役割を果たさざるを得ない状況にあることがうかがえた。このよう

な状態は、個人の負荷の大きさや再現性の乏しさといった課題にもつながりうることから、

持続可能な人材活用の観点で、何らかの組織的サポートの必要性が示唆された。 
ヒアリングでは、「業務の全体像がつかみにくい」「同じ立場の人とつながる機会がない」

「キャリアパスが不明瞭」といった声も複数寄せられ、属人的な努力だけでは補いきれない

構造的な困難が共有されていた。 
一方、派遣元組織での好事例からは、派遣前の情報提供やネットワーク支援、交流後の活

躍の場の整備など、組織的に補完された取り組みが中間人材の支援に有効である可能性が

示された。こうした対応は、一定の標準化やパッケージ化を通じて、他の組織でも応用しう

ると考えられる。 
また、継続的にEBPMに貢献している中間人材の多くが、「自分の経験が活かされている」

という実感を持ち、それが学びの深化や政策参画への意欲につながっている様子も確認さ

れた。こうした意味づけが生まれるためにも、個人の努力や能力に委ねすぎない支援の枠組

みが有効であると考えられる。 
こうした背景を踏まえ、今後は、属人的な対応のみに依存しない中間人材支援の仕組みを、

制度的・構造的に構築していくことが検討課題となるのではないか。 
今後の育成や支援策の設計にあたっては、中間人材に求められる基礎的なコンピテンシ

ー（課題翻訳力、マルチセクター連携調整力等）を明確化し、それを可視化・共有可能な形

で整理することも一つの方向性となりうる。 
来年度は、その一歩として、調査結果を踏まえ、ニーズと現状にあった支援の介入策を具

体的に検討し、パッケージ案として提示することや、成育こどもシンクタンクをはじめとす

る適切な組織において、試行的な実施や検討を目指していきたい。 
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（４）当該年度の成果の総括・次年度に向けた課題 

 当該年度の研究開発は、達成目標に対して、概ね予定通りに進捗している。量的調査にお

いては、前年度に実施した質的調査により明らかになったEBPM推進に必要な因子や、それ

を促進するための介入策の有用性を検証し、一定の知見を得ることができた。 
さらに、量的調査の結果を踏まえ、特に中間人材および中間組織に期待される役割と可能性

に着目し、省庁への人事交流者およびその派遣元組織を対象に、中間人材への支援策などに

関する詳細なヒアリング調査を実施した。 
これらの成果を統合的に整理することで、EBPM推進における“あいだを支える仕組み”

「中間人材」や「中間組織」の意義や可能性があらためて確認された。次年度は、得られた

知見をもとに、EBPM推進に向けた具体的な介入策の開発と、それらの継続的実装を見据え

た試行的な取組の実施を検討している。 
 
２‐３．会議等の活動 

 

年月日 名称 場所 概要 

令和6年4月
3日～令和7
年3月26日 

千先PJ定例ミ

ーティング 

国立成育医療研究

センター政策科学

研究部・Teams利用

会議併用 

EBPM各ステークホルダーへのインタビュー調

査の再解析、論文作成、アンケート調査の実施進

捗報告、振り返り、改善策の提案など、研究開発

実施者および協力者（研究者、行政官、中間人材

の多様なメンバーで構成）が週1回1時間半から2
時間ほど（合計34回）活発な議論を重ね、本プロ

ジェクトの推進を図った。 
令和6年5月
23日 

統括面談

（JST） 
国立成育医療研究

センター政策科学

質的調査の結果および量的調査の研究計画など

を報告し、担当アドバイザーの先生方からご意
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研究部・Zoom利用

会議併用 
見、助言をいただいた。 

令和6年7月
24日 

厚生労働省人

事担当部署 
厚生労働省 

本研究の概要や質的調査結果の説明を行った。

また今後の連携に向けた情報共有を行うととも

に、量的調査への協力依頼と人事交流に関する

ヒアリングを実施した。 

令和6年9月
25日 

成育医療に関

連する省庁部

局 
省庁 

本研究の概要や質的調査結果の説明を行った。

また今後の連携に向けた情報共有を行うととも

に、量的調査への協力を依頼した。 

令和6年11
月25日 

統括面談

（JST） 

国立成育医療研究

センター政策科学

研究部・Zoom利用

会議併用 

量的調査結果などの報告を行い、担当アドバイ

ザーの先生方からご意見、助言をいただいた。 
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３．研究開発成果の活用・展開に向けた状況 

 

研究成果の実装可能性を高めるべく、政府や自治体、アカデミア、民間シンクタンク、

さらには国際的なこども政策会議などとの連携の機会を活かし、EBPMの推進や中間人

材・中間組織の役割に関する成果の共有と関係構築を進めた。具体的には、厚生労働省を

はじめとする関係省庁における人事交流に関係する部局の担当官との面談の機会を通じ

て、研究概要や成果の紹介、ヒアリング・調査への協力を得た。これにより政策ニーズの

理解を深めるとともに、今後の成果活用に向けた介入策との連携可能性を模索し、関係の

構築に努めた。あわせて、さまざまな媒体での情報発信を通じて研究成果の活用ととも

に、今後の社会実装に向けた基盤づくりに努めた。以下に主な取組を示す。 
 
• アカデミアに対する情報発信 

研究成果を学術的に発信すべく、査読付き英語論文「Identifying factors for promoting 
evidence-based policymaking in Japan with the perspective of policymakers, researchers and 
knowledge brokers: a semistructured interview. Health Res Policy Syst. 2025;23(1):48. 
Published 2025 Apr 10. doi:10.1186/s12961-025-01320-0 」を執筆・出版し、量的調査に関

する論文も執筆中である。また、医療専門職に向けては『公衆衛生』『小児科』『こど

もたちのためのWellCare Visits』などの雑誌に寄稿し、EBPMの政策過程や中間的機能

の重要性について理解を促進する取り組みを行った。  
 
 

• 中間人材支援策の実施に向けた外部組織との関係構築 
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省庁への人事交流経験者および派遣元組織の関係者を対象に、交流経験や支援ニ

ーズに関するヒアリング調査を実施した。得られた知見をもとに、今後の中間人材

支援策の社会実装に向けた枠組みづくりを視野に、外部組織との連携に向けた関

係性を構築した。また、中間人材の育成に向けた取り組みの一環として、成育医療

センターが企画するキャリアセミナーへの参画を継続している。今年度は、若手医

療者を対象に「産官学越境の働き方―新しい社会実装、ソーシャルインパクトを目

指して―」というテーマで講演を行い、中間人材のキャリアパスの一例を紹介する

機会を得た。 
 

• 国際会議や国際ワークショップへの活用  
日本におけるEBPM推進の課題や取組は、国際的な議論と多くの共通点を持つことか

ら、本研究では、関連する海外の会議やワークショップにも適宜参画し、情報共有と

意見交換に努めた。国際的な動向を把握しつつ、他国の研究者や実務家との対話を

通じて、本研究で扱っている中間的機能や制度構築に関する視点の整理や展開の模

索を試みた。主な取組は以下の通りである。 
 

 英国 The Academy of Medical Science が主催開催した国際こども政策会議

“Prioritising child health and wellbeing in policy making workshop”（こどものウェ

ルビーイングのための政策立案に関して世界10か国から40人ほどの政策科学

者や疫学者等が招聘された会議。日本からは2名が出席）から招聘を受け、日

本におけるEBPM推進の現状や中間組織（成育こどもシンクタンク）の取り組

みなどに関して情報を共有し、国際間比較などを通してこども政策に関する

議論と政策提言に参画した。  
 

 弊センター社会医学部が主催した医療政策に関する国際ワークショップに研
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究代表者と共同研究員が参加し、国内外の医療政策やEBPMの現状などにつ

いて情報共有を行い、知見を収集した。 
 
 エジプト大使館が主催した日本の小児医療の勉強会（各国の大使館夫人や政

治家、関係者ら約40名が出席）から招聘を受け、講演Japan Child Health 
Policy-Achievements and Challenges-”、を実、施し、日本の小児医療と

EBPMの現状と課題について共有し、国際比較の議論を実施した。 
 

 成育医療センター主催により、2024年8月28日（カタール財団・医師団）、

11月26日（エジプトの医師・研究者）を対象に、日本の小児医療に関するセ

ミナーを開催した。小児医療の現状と課題、EBPM推進における中間組織の

役割・可能性について紹介し、成育こどもシンクタンクの取組を事例として

提示した。 
 

 

４．研究開発実施体制 

 
（１）中間人材グループ 

① リーダー：千先園子（国立成育医療研究センターこどもシンクタンク 企画調整室 

副室長） 
② 実施項目 

1. こども政策におけるEBPMサイクルの全体像と顕在化していない促進・阻害因子を

同定するための各ステークホルダーへの質的調査の論文化 
2. 前年度に実施した質的調査から抽出された因子や具体的な解決策の有用性を同定

するための量的調査 
3. 中間人材の実態・ニーズ把握のためのヒアリング、アンケート調査 

 
（２）研究者グループ 

① リーダー：竹原健二（国立成育医療研究センター 研究所 政策科学研究部 部長） 
研究員：有村悠子（国立成育医療研究センターこどもシンクタンク企画調整室 研究

員） 
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② 実施項目 
1. こども政策におけるEBPMサイクルの全体像と顕在化していない促進・阻害因子を

同定するための各ステークホルダーへの質的調査の論文化 
2. 前年度に実施した質的調査から抽出された因子や具体的な解決策の有用性を同定

するための量的調査 
3. 中間人材の実態・ニーズ把握のためのヒアリング、アンケート調査 

 
（３）行政官グループ 

① リーダー：友利久哉（国立成育医療研究センター 戦略企画局 次長） 
② 実施項目 

1. こども政策におけるEBPMサイクルの全体像と顕在化していない促進・阻害因子を

同定するための各ステークホルダーへの質的調査の論文化 
2. 前年度に実施した質的調査から抽出された因子や具体的な解決策の有用性を同定

するための量的調査 
3. 中間人材の実態・ニーズ把握のためのヒアリング、アンケート調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．研究開発実施者 

 
中間人材グループ（リーダー氏名：千先園子） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 
（身分） 

千先園子 センサキソノコ 国立成育医療研究センター 
こどもシンクタンク 企

画調整室 
副室長 

柳川侑子 ヤナガワユウコ 国立成育医療研究センター 
研究所 
社会医学研究部 

共同研究員 

松山春佳 マツヤマハルカ 国立成育医療研究センター 研究所  共同研究員 



社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 

令和６年度「政策形成過程における科学的知見の活用最大化のための中間人材の可能性について  
―成育医療・母子保健領域を事例とした分析と実証―」研究開発プロジェクト年次報告書 

 

45 
 

政策科学研究部 

 
研究者グループ（リーダー氏名：竹原健二） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 
（身分） 

竹原健二 タケハラケンジ 国立成育医療研究センター 
研究所  
政策科学研究部 

部長 

有村悠子 アリムラユウコ 国立成育医療研究センター 
こどもシンクタンク 
企画調整室 

研究員 

木内翔太 キウチショウタ 国立成育医療研究センター 
研究所  
政策科学研究部 

共同研究員 

若林雛子 ワカバヤシヒナコ 国立成育医療研究センター 
研究所  
医療技術実装推進室 

共同研究員 

 
行政官グループ（リーダー氏名：友利久哉） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
 役職 
（身分） 

友利久哉 トモリヒサヤ 国立成育医療研究センター 企画戦略局 次長 

千先園子 センサキソノコ 国立成育医療研究センター 
こどもシンクタンク企画

調整室 
副室長 

柳川侑子 ヤナガワユウコ 国立成育医療研究センター 
研究所 
社会医学研究部 

共同研究員 

 
 

６．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 
６－１．シンポジウム等 

なし 
 
６－２．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

（１）書籍、フリーペーパー、DVD 

 公衆衛生第88巻11号「特集 「こどもまんなか社会」を目指して—成育基本法・こ

ども基本法・こども家庭庁 こども政策に係る異なる領域・専門分野間の協働の

促進—EBPM促進のために中間人材/中間組織に期待される役割と可能性」、千先
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園子、医学書院、令和6年11月 
 小児科第66巻4号「小児医療と行政の橋渡し」、千先園子、金原出版、令和7年4

月 
 こども家庭科学研究班こどもたちのためのWell-Care Visitsマニュアル 「政策過

程 こどもの声を政策に届ける」、千先園子、令和7年3月 
 
（２）ウェブメディアの開設・運営 

該当なし 
 
（３）学会（6-4.参照）以外のシンポジウム等への招聘講演実施等 

 第11回成育サマーセミナー「産官学越境の働き方」-新しい社会実装、ソーシャル

インパクトを目指して-、令和6年7月6日、国立成育医療研究センター（東京都世

田谷区） 
 国立成育医療研究センター主催 日本の小児医療に関するセミナー（カタール医

師団方等対象）「Japan Child Health Policy-Achievements and Challenges-」、実施令

和6年8月28日、国立成育医療研究センター（東京都世田谷区） 
 国立成育医療研究センター主催 日本の小児医療に関するセミナー（エジプト医

師団方対象）「Japan Child Health Policy-Achievements and Challenges-」実施令和6
年11月26日、国立成育医療研究センター（東京都世田谷区） 

 小児医療の未来を共創するシンポジウム 「成育領域のスタートアップの可能性

について」、医療・行政・産業それぞれの視点から議論を深めるパネルディスカ

ッション、令和7年2月21日、CIC Tokyo（東京都港区） 
 

６－３．論文発表 

（１）査読付き（ １ 件） 

 

●国内誌（ 0 件） 
●国際誌（ 1 件） 
Arimura Y, Yanagawa Y, Kiuchi S, et al. Identifying factors for promoting evidence-based 
policymaking in Japan with the perspective of policymakers, researchers and knowledge brokers: a 
semistructured interview. Health Res Policy Syst. 2025;23(1):48. Published 2025 Apr 10. 
doi:10.1186/s12961-025-01320-0 (Accepted: 25 March 2025) 
 
（２）査読なし（ 0 件） 

 
６－４．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 

（１）招待講演（国内会議 0 件、国際会議 1 件） 

 森崎菜穂、千先園子（国立成育医療研究センター）、The current situations and 
challenges of EBPM in Japan, and the potential utilization of personelle exchange 
initiatives、The Academy of Medical Sciences、ロンドン、令和7年3月4日） 
 

（２）口頭発表（国内会議 0 件、国際会議 0 件） 
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（３）ポスター発表（国内会議 0 件、国際会議 0 件） 

 
６－５．新聞／TV報道・投稿、受賞等 

 

（１）新聞報道・投稿（ 0 件） 

 

（２）受賞（ 0 件） 

 

（３）その他（ 0 件） 

 

６－６．知財出願（出願件数のみ公開） 

 

（１）国内出願（ 0 件） 

 

（２）海外出願（ 0 件） 
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